
 
 

 

 

令和７年１０月２０日＿ 

 

 

尾張旭市長　柴　田　　浩　様 

　　 

　　 

　　　　　　　　　　　　　　　　尾張旭市上下水道事業経営審議会 

会　長　　　伊　藤　雅　一 

　　　 

　　　適正な水道料金及び下水道使用料について（答申） 

　令和７年５月１２日付け７上経第１３号で諮問のありましたこのことについ

て、本審議会において慎重に審議した結果、別紙のとおり答申します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

　 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
 

 

答　申　書 

 

 

１　はじめに 

　　本市の水道事業は、昭和３７年に給水を開始して以来、安全で良質な水を

安定して供給できるように努めてきた。 

　　しかしながら、今後は、人口減少等の要因により水需要が減少する一方、

施設の老朽化に伴う大量更新や、災害に備えた施設の耐震化等、費用の増加

が見込まれている状況の中、県営水道の料金改定が、令和６年１０月と、令

和８年４月の二段階で実施されることとなり、水道事業の経営に大きな影響

を及ぼすこととなった。 

　　一方、下水道事業は、昭和６１年に東部処理区の供用を開始して以来、衛

生的で快適なまちづくりに取り組んできたが、経費回収率は８３％程度で、

本来下水道使用料で賄うべき汚水処理に必要な費用を賄えない厳しい状況が

続いている。 

　　このような状況の下、令和７年５月１２日、尾張旭市長から「適正な水道

料金及び下水道使用料について」の諮問を受けた本審議会では、両事業の現

状及び投資・財政計画等に基づき、慎重に審議を行った。 

 

２　水道料金の改定について 

（1）料金改定の必要性 

　　水道事業の今後の経営の見通しについては、人口減少や節水型機器の普及

などにより、料金収入が徐々に減少していく一方、人件費の上昇や物価高騰

などの経済情勢により、維持管理経費が増加していく見込みである。 

また、本市は自己水源を有さず、浄水を愛知県営水道から１００％購入し

ていることから、県営水道の値上げの影響は非常に大きく、これを機に経営

状況が急激に落ち込むことを確認した。 

このため、県営水道の二段階目の値上げが実施される令和８年４月に料金

改定の実施が妥当である。 

 

（2）適正な水道料金等 

　ア　料金算定期間 

　　　令和８年度から令和１１年度までの４年間とする。 



 
 

 

　イ　料金水準について 

　　　　財政計画の収支見通しから料金算定の基礎となる費用を算定したとこ

ろ、平均改定率１１．０％の値上げが妥当である。 

 

ウ　料金体系について 

① 　基本料金 

　　水道の使用水量とは関係なく施設の維持に必要な費用である固定費は、

本来基本料金で賄うべき費用であるが、生活用水の高額化を避けるため、

固定費の一部は従量料金に配分されている。 

現行の料金体系で料金全体に占める基本料金の割合は２７％程度である

が、今後は給水需要が減少していくことを考慮すると、水道事業が安定し

た経営を行うためには、使用者への影響を考慮しつつ基本料金の割合を現

行より高めていくことが適当である。　 

 

　　②　従量料金 

従量料金は「均一料金制が原則」であるが、現行の料金体系は、使用水

量が多くなるほど単価が高くなる「逓増制」となっている。 

　　これは、生活用水への配慮及び多量使用の抑制を目的としたものである

が、今後は給水需要が減少していくことを考慮すると、大口使用者への比重

を置いた料金体系は安定経営を妨げる要因となり得る。 

以上のことから、使用水量の少ない一般家庭への影響を考慮し、「逓増

制」は維持することとするが、逓増度が現行よりも拡大しないような料金

設定とすることが適当である。 

 

　　③　水道料金表 

　　　以上のことを踏まえ、水道料金表については次ページの表のとおりとす

ることが妥当である。 

 

 

 

 

 

 



 
 

 

　【水道料金表（案）】　　　　　　　　　　　　　　（１ヶ月分、税抜） 

 

 

（参考） 

【水道料金表（改定前）】　　　　　　　　　　　　（１ヶ月分、税抜） 

 

 

 

３　下水道使用料の改定について 

（1）使用料改定の必要性 

下水道事業の今後の経営の見通しについては、整備区域の拡大によりしば

らくの間は下水道使用料収入が増加するが、その後は人口減少などにより減

少していく見込みである。一方で、汚水処理などに要する維持管理費用は物

価高騰などの経済情勢により増加していく見込みであり、経費回収率は今後

 
基本料金 従量料金(１㎥につき)

 
口径 金額 水量区分（㎥） 金額

 
13㎜ 600円 1～10 80円

 
20㎜ 1,250円 11～20 135円

 25㎜ 2,650円 21～30 160円

 40mm 8,800円 31～50 190円

 
50mm 16,050円  51～100 235円

 
75mm 45,550円 101～ 260円

 
100mm 97,050円 臨時用 260円

 基本料金 従量料金(１㎥につき)

 
口径 金額 水量区分（㎥） 金額

 
13㎜ 500円 1～10 70円

 
20㎜ 1,100円 11～20 125円

 
25㎜ 2,400円 21～30 150円

 40mm 8,000円 31～50 180円

 50mm 14,600円  51～100 220円

 
75mm 41,400円 101～ 245円

 
100mm 88,200円 臨時用 245円



 
 

 

も８３％程度を推移し、増加は見込むことができない。また、決算状況につ

いても令和４年度に純損失を計上して以来厳しい状況が続き、今後も回復の

見込みがないことを確認した。 

公営企業である下水道事業は、独立採算制の原則が適用されるため、使用

者の適正な負担により運営していくべきであり、一般会計からの基準外繰入

金に頼らない事業運営を目指していかなければならない。 

このため、出来る限り早期の使用料改定が望ましく、実施時期は令和８年

４月が妥当である。 

 

（2）適正な下水道使用料等 

ア　使用料算定期間 

　　　令和８年度から令和１１年度までの４年間とする。 

 

　イ　使用料水準について 

　　　財政計画の収支見通しから使用料算定の基礎となる費用を算定したとこ

ろ、平均改定率２５．７％の値上げが妥当である。 

 

ウ　使用料体系について 

① 　基本使用料 

　　　下水道の使用水量とは関係なく施設の維持に必要な費用である固定費

は、本来基本使用料で賄うべき費用であるが、一般家庭への影響を考慮

し、固定費の一部は従量使用料に配賦されている。 

現行の使用料体系では固定費に対する基本使用料の配賦割合は２０％程

度となっているが、今後は人口減少等による使用水量の減少が見込まれる

ことを考慮すると、配賦割合を漸進的に高めていく必要があるため、配賦

割合は３０％以上とすることが妥当である。 

　　また、下水道事業が安定した経営を行うためには、使用料全体に占める

基本使用料の割合を現行より高めていくことが適当である。　 

 

　　②　従量使用料 

現行の使用料体系は、使用水量が多くなるほど単価が高くなる「逓増性」

となっている。これは、一般家庭への配慮を目的としたものである。 

　　　審議では、現行の従量使用料体系の各水量区分に対して、「現行単価を



 
 

 

ベースとして一律の改定率で設定する方法」と「現行単価をベースとして

一律の改定額で設定する方法」で検討した。 

「現行単価をベースとして一律の改定率で設定する方法」は、使用水量

の多寡による増加率の差が小さく、全ての水量帯の使用者に対し負担の増

加が均等になることに対して、「現行単価をベースとして一律の改定額で

設定する方法」は、汚水処理原価と使用料単価の差が大きい水量帯の増加

率が大きくなり負担の平準化ができるが、使用水量が少ないほど増加率が

大きいので、少量の使用者に対し負担の増加が大きくなる。　 

一般家庭への影響を考慮すると、負担の増加を全ての使用者に対し公平

に求めることができる「現行単価をベースとして一律の改定率で設定する

方法」が妥当である。 

 

　　③　下水道使用料金表 

　　　以上のことを踏まえ、下水道使用料金表については下表のとおりとする

ことが妥当である。 

 

【下水道使用料金表（案）】　　（１ヶ月分、税抜） 

 

 

（参考） 

【下水道使用料金表（改定前）】（１ヶ月分、税抜） 

 
基本使用料 従量使用料(１㎥につき)

 
金額 水量区分（㎥） 金額

 

800円

1～10 85円

 11～20 110円

 21～50 145円

 
51～ 185円

 
基本使用料 従量使用料(１㎥につき)

 金額 水量区分（㎥） 金額

 

600円

1～10 70円

 
11～20 90円

 
21～50 120円

 
51～ 150円



 
 

 

４　附帯意見 

（1）健全な経営を持続するためには、料金改定によるものだけでなく、社会

情勢の変化に柔軟に対応し、経費の削減や業務の改善に引き続き努めるこ

と。 

 

（2）水道料金及び下水道使用料の改定は、市民生活や経済活動に直結するも

のであることから、料金改定の必要性や変更点等について、使用者の理解

が得られるよう分かりやすい周知に努めること。 

 

（3）今後は定期的に審議会を開催し、必要に応じて料金体系等の適正化につ

いて検討を行うこと。 

 

（4）市街化調整区域の下水道整備については、今後の下水道事業の経営に大

きな影響を与えることを勘案すると、整備しないことが望ましい。また、

下水道の計画区域については、汚水処理の最適化を考慮するとともに、尾

張旭市立地適正化計画との整合を図るべきである。これらを合わせると、

市街化調整区域は整備しないことが妥当である。 

　 

 

　　


